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１．はじめに

■当社は、我が国の情報通信産業の健全な発展を図るためには、ボトルネック設備を占有

するＮＴＴグループの完全な分離・分割が必須であることを一貫して指摘。

⇒ 理由１：公社時代に国民の負担によって構築されたボトルネック設備と一体として

構築されるアクセス回線を、ＮＴＴ東・西自身と他の競争事業者が同等の条件

で公平に利用できるようにするため。

⇒ 理由２：ＮＴＴグループがボトルネック設備の占有を背景として過度の市場支配力を

行使するのを防ぐ必要があるため。

■１９９９年のＮＴＴ再編成は、上記と同様の理由・目的により実施されたもの。

しかし、ＩＰ化の進展や活用業務認可を通じたＮＴＴ東・西による事業領域の拡大、販売機

能の子会社化等により、徐々にその趣旨が没却。

■将来の基幹的な通信網と位置づけられるＮＧＮの接続ルールを整備するにあたっては、

ＮＴＴ東・西の光アクセス回線のボトルネック性と、ＮＴＴグループの市場支配力行使の観

点から、公正性と透明性が十分に確保されるよう最大限の配慮が必要。
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２．加入者獲得競争とアクセス設備開放の必要性（１）

＜問題点＞

１．加入者回線サービスにおけるＮＴＴ東・西の独占状態は継続。

２．わずかに加入者獲得競争が行われているドライカッパ電話やＡＤＳＬでさえ、ＮＴＴ東・西が一人

勝ちのＦＴＴＨへ集約されつつある状態。

３．既存網からＮＧＮ、メタル回線から光ファイバへの移行に伴い、加入者獲得競争はますます困

難になり、ボトルネック設備の優位性を持つＮＴＴ東・西の独占は継続、拡大する可能性。

１．加入者回線サービスにおけるＮＴＴ東・西の独占状態は継続。

２．わずかに加入者獲得競争が行われているドライカッパ電話やＡＤＳＬでさえ、ＮＴＴ東・西が一人

勝ちのＦＴＴＨへ集約されつつある状態。

３．既存網からＮＧＮ、メタル回線から光ファイバへの移行に伴い、加入者獲得競争はますます困

難になり、ボトルネック設備の優位性を持つＮＴＴ東・西の独占は継続、拡大する可能性。

アナログ回線 ＩＰ（ＡＤＳＬ） ＩＰ（ＦＴＴＨ）

光ファイバメタル回線

地域ＩＰ網
既存電話網
（ＰＳＴＮ）

マイライン
加入電話 等

インターネット接続
お客様間データ通信
０５０ ＩＰ電話 等

映像配信
インターネット接続
お客様間データ通信
０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話（ひかり電話） ／ＴＶ電話 等

ＮＧＮ

アクセス回線

バックボーン
ネットワーク

サービス

ＩＰ化

光化

高度化
大容量化

ＩＰ化の進展に伴い、事業者間の競争は、距離別・従量制料金を前提としたトラヒック獲得競争から
加入者獲得競争に移行。

ＩＰ化の進展に伴い、事業者間の競争は、距離別・従量制料金を前提としたトラヒック獲得競争から
加入者獲得競争に移行。
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２．加入者獲得競争とアクセス設備開放の必要性（２）

＜当社意見＞

１．上記の例では、お客様の支払額のうち、７０％超がアクセスに係る料金。

ＩＰ時代においては、アクセス部分が競争上最も重要な要素。

２．アクセス部分の主な構成要素は、局舎・管路・とう道・電柱といったＮＴＴ東・西の線路敷設基盤。

アクセス以外の提供を行う場合も、ＮＴＴ東・西の線路敷設基盤等の利用に係る費用が発生。

３．競争を活性化させるためには、ＮＴＴ東・西のアクセスの開放が必須。

１．上記の例では、お客様の支払額のうち、７０％超がアクセスに係る料金。

ＩＰ時代においては、アクセス部分が競争上最も重要な要素。

２．アクセス部分の主な構成要素は、局舎・管路・とう道・電柱といったＮＴＴ東・西の線路敷設基盤。

アクセス以外の提供を行う場合も、ＮＴＴ東・西の線路敷設基盤等の利用に係る費用が発生。

３．競争を活性化させるためには、ＮＴＴ東・西のアクセスの開放が必須。

ＮＴＴ東日本 Ｂフレッツ＋ＫＤＤＩ ａｕ ｏｎｅ ｎｅｔ （インターネット接続：戸建て向け）の場合

７，５２８円／月

お客様の支払額

アクセスのアクセスの
割合は割合は
７２．５％７２．５％

アクセス以外
２７．５％

５，４６０円／月

２，０６８円／月

ＮＴＴ東日本
Ｂフレッツ料金
（ハイパーファミリー／
ニューファミリータイプ）

ＫＤＤＩ
ａｕ ｏｎｅ ｎｅｔ料金

局舎（スペース・電力等）
光ファイバ（局内） 等

その他費用

ＮＴＴ東・西の線路敷設基盤利用
に係る費用

＜イメージ図：ＩＰ時代＞

ＮＴＴ ＤＤＩ ＮＴＴ

＜イメージ図：電話時代＞

ＮＴＴ＋ＤＤＩ 東京ー大阪 電話３分間料金（‘８７年）

１０円 １０円２８０円

アクセスの割合は６．７％６．７％
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３－１．ブロードバンド契約数の推移
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電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データ
（平成１９（２００７）年度第１四半期（６月末））より

ＡＤＳＬもＦＴＴＨに集約
されていく

ＣＡＴＶインターネット

ＦＴＴＨ

ＡＤＳＬ

ブロードバンド
（ＦＴＴＨ＋ＡＤＳＬ＋ＣＡＴＶインターネット）

ブロードバンド契約数の推移単位：万契約
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３－２．ＦＴＴＨ契約数の事業者別シェアの推移

電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データ
（平成１９（２００７）年度第１四半期（６月末））より

ＮＴＴ東・西合計シェア
７０．２％

ＦＴＴＨ契約数の事業者別シェアの推移（全体）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

電力系
事業者

ＫＤＤＩＵＳＥＮ

その他

ＮＴＴ東・西合計シェア
４７．３％

ＮＴＴ東・西のシェアはＮＴＴ東・西のシェアは

４年間で約１．５倍に拡大４年間で約１．５倍に拡大
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４．加入者獲得競争促進のための当社要望

＜問題点＞

＜当社意見＞

１．当社は、東電光ファイバを取得する等、出来る限り設備投資を行い、競争を促進。

２．光ファイバへの投資に加え、ＣＡＴＶ事業者との連携強化、無線アクセスなど多様なアクセスの活
用を推進しているが、圧倒的なＮＴＴ東・西の優位性は変わらず、競争が成り立たない状況。

３．国民の負担で作られた通信のための線路敷設基盤上に敷設されるＮＴＴ東・西のＦＴＴＨは、
提供地域や敷設に必要な時間などの面で競争事業者よりも優位。

⇒ ＮＴＴ東・西以外の競争事業者が、短期間にＮＴＴ東・西に匹敵するＦＴＴＨ設備を構築すること
は極めて困難。

４．ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨの独占が進展すれば、お客様はＮＴＴ東・西しか事業者を選択できなくな
り、結果的にお客様の利便性を大きく損なうおそれ。

１．当社は、東電光ファイバを取得する等、出来る限り設備投資を行い、競争を促進。

２．光ファイバへの投資に加え、ＣＡＴＶ事業者との連携強化、無線アクセスなど多様なアクセスの活
用を推進しているが、圧倒的なＮＴＴ東・西の優位性は変わらず、競争が成り立たない状況。

３．国民の負担で作られた通信のための線路敷設基盤上に敷設されるＮＴＴ東・西のＦＴＴＨは、
提供地域や敷設に必要な時間などの面で競争事業者よりも優位。

⇒ ＮＴＴ東・西以外の競争事業者が、短期間にＮＴＴ東・西に匹敵するＦＴＴＨ設備を構築すること
は極めて困難。

４．ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨの独占が進展すれば、お客様はＮＴＴ東・西しか事業者を選択できなくな
り、結果的にお客様の利便性を大きく損なうおそれ。

１．設備競争の活性化は重要であり、当社も継続的に努力していくが、ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨの

独占が進展する状況においては、アクセス設備に係る公正な接続ルールを整備することにより、

お客様の選択肢を確保することが必要。

２．これまでの競争の成果が無に帰さないよう、ボトルネック設備であるＮＴＴ東・西のＦＴＴＨ設備を

公平な条件で他事業者に開放することにより、事業者間の加入者獲得競争を促進すべき。

１．設備競争の活性化は重要であり、当社も継続的に努力していくが、ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨの

独占が進展する状況においては、アクセス設備に係る公正な接続ルールを整備することにより、

お客様の選択肢を確保することが必要。

２．これまでの競争の成果が無に帰さないよう、ボトルネック設備であるＮＴＴ東・西のＦＴＴＨ設備を

公平な条件で他事業者に開放することにより、事業者間の加入者獲得競争を促進すべき。

加入者回線設備 ： ９２．５％ （2007年3月末）

加入電話契約（既存電話＋０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話） ： ８８．８％ （2007年6月末）

ＦＴＴＨ契約 ： ７０．２％ （2007年6月末）

⇒ ＮＴＴ東・西のシェア
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５－１．ＦＴＴＨにおける加入者獲得競争の構図

ＮＴＴ東・西
Ｂフレッツ・

ひかり電話網
（ＮＧＮ）

ＮＴＴ ビル

４分岐
ＫＤＤＩ
ＩＰ網

ＦＴＴＨシェアドアクセスＦＴＴＨシェアドアクセス
４４ ×× ８８ ＝＝ ３２分岐３２分岐

◇加入電話からＢフレッツ・ひかり電話（ＮＧＮ）への
アップグレードになります。

◇事業者はＮＴＴ東・西のまま変わりません。

そもそも公社時代から電話は全てＮＴＴ加入電話のお客様

＜ＮＴＴ東・西＞

＜競争事業者＞

１００

１００

１００

１００

１００

０
１００

？

加入電話のお客様

加入電話のお客様 ＦＴＴＨのお客様

８分岐

◇加入電話契約数全体に占めるＮＴＴ東・西のシェア（ＮＴＴ加入電話と0ABJ-IP 電話の合計）は88.8％（2007年6月末）
◇加入者回線設備全体に占めるＮＴＴ東・西のシェアは92.5％（2007年3月末）

新規にお客様を獲得

◇ＫＤＤＩひかりｏｎｅへの新規加入になります。
◇ＮＴＴ東・西加入電話は休止（廃止）して頂く

必要があります。
ＫＤＤＩ

営業

ＮＴＴ東・西

営業

ＦＴＴＨのお客様サービスのアップグレード

※あるエリアの状況をイメージしたもの

４分岐

８分岐
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＜問題点＞

＜当社意見＞

１．現在のＦＴＴＨシェアドアクセスの、複数加入者単位（３２分岐／８分岐単位）の接続料は、巨大

な加入電話の顧客基盤を持つＮＴＴ東・西にのみ有利な枠組。

２．新規にお客様を獲得しなければならない競争事業者にとってのハンデは、ＦＴＴＨの普及進展に

伴い、ますます拡大。

１．現在のＦＴＴＨシェアドアクセスの、複数加入者単位（３２分岐／８分岐単位）の接続料は、巨大

な加入電話の顧客基盤を持つＮＴＴ東・西にのみ有利な枠組。

２．新規にお客様を獲得しなければならない競争事業者にとってのハンデは、ＦＴＴＨの普及進展に

伴い、ますます拡大。

１．顧客基盤の規模で勝り、スイッチングコストのかからないＮＴＴ東・西と競争事業者との間で、真

に公正な競争が可能となるルール整備が必要。

２．ＮＴＴ東・西のシェアドアクセスの１加入者単位（１分岐単位）の接続料設定を行い、競争事業者

がＮＴＴ東・西の利用部門と同じ競争条件でサービス提供できるよう措置することが必要。

⇒ 競争事業者も応分の負担をした上で、既に敷設されているＮＴＴ東・西のシェアドアクセス

設備の活用を図り、加入者獲得競争を活性化することが望ましい。

３．以上の措置により、お客様一人当たりの負担コスト引き下げが可能となり、全国普及の促進に

もつながることが期待される。

１．顧客基盤の規模で勝り、スイッチングコストのかからないＮＴＴ東・西と競争事業者との間で、真

に公正な競争が可能となるルール整備が必要。

２．ＮＴＴ東・西のシェアドアクセスの１加入者単位（１分岐単位）の接続料設定を行い、競争事業者

がＮＴＴ東・西の利用部門と同じ競争条件でサービス提供できるよう措置することが必要。

⇒ 競争事業者も応分の負担をした上で、既に敷設されているＮＴＴ東・西のシェアドアクセス

設備の活用を図り、加入者獲得競争を活性化することが望ましい。

３．以上の措置により、お客様一人当たりの負担コスト引き下げが可能となり、全国普及の促進に

もつながることが期待される。

５－２．シェアドアクセスの１分岐単位接続料について
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ＫＤＤＩのＫＤＤＩの次世代次世代ネットワーク構想：「ウルトラ３Ｇ」ネットワーク構想：「ウルトラ３Ｇ」

◇固定電話網のオールＩＰ化
◇固定・移動の統合されたサービス制御機能
◇アクセス非依存の統合通信ネットワーク

携帯電話携帯電話
WiFi/

WiMAX
WiFi/

WiMAX光ファイバ光ファイバメタル回線メタル回線

統合サービス制御統合サービス制御

高品質ＩＰネットワーク
（ＣＤＮ）

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ放送
との連携

６－１．ＮＧＮ接続ルールの整備

＜当社意見＞

ＮＧＮＮＧＮ

光ファイバ光ファイバ

ＮＴＴ東・西のＮＴＴ東・西の次世代次世代ネットワークネットワーク

接続料、接続ＩＦ条件等
の接続条件の明確化が
必要。

ＰＯＩ

１．電話時代には、接続ルールの整備により、事業者間の競争が進展し、お客様が多様なサービス

を選択的に享受可能な環境が実現。

２．ＮＧＮは、ＩＰ時代の国民生活に不可欠な基幹的ネットワークになると想定される。電話時代と同

様の観点から、接続ルールを整備すべき。

⇒ 事業者間の次世代ネットワークでの競争が進展し、お客様利便の一層の向上が実現。

１．電話時代には、接続ルールの整備により、事業者間の競争が進展し、お客様が多様なサービス

を選択的に享受可能な環境が実現。

２．ＮＧＮは、ＩＰ時代の国民生活に不可欠な基幹的ネットワークになると想定される。電話時代と同

様の観点から、接続ルールを整備すべき。

⇒ 事業者間の次世代ネットワークでの競争が進展し、お客様利便の一層の向上が実現。
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６－２．ボトルネック設備（１）

１．ＮＴＴ東・西は、公社時代に国民負担で敷設した線路敷設基盤を占有。

２．加入者回線区間の①電話線（メタル回線）、②光ファイバ、③局舎、④管路・とう道、⑤電柱等は、

電気通信事業に必要不可欠な「ボトルネック設備」。

１．ＮＴＴ東・西は、公社時代に国民負担で敷設した線路敷設基盤を占有。

２．加入者回線区間の①電話線（メタル回線）、②光ファイバ、③局舎、④管路・とう道、⑤電柱等は、

電気通信事業に必要不可欠な「ボトルネック設備」。

ＮＴＴビル

④管路・とう道
通信用ケーブル ①電話線（メタル回線）

ＮＴＴのボトルネック設備

お客様宅

⑤電柱

④管路・とう道 ＮＴＴ保有電柱：1,190万本
ＮＴＴ保有管路：67万Km（地球を16周半）

加入者回線区間

②光ファイバ

③局舎

同じ線路敷設基盤
を利用

ＰＳＴＮ 地域ＩＰ網

メタル回線用
伝送装置

光ファイバ用
伝送装置

ＮＧＮ

＜問題点＞
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６－２．ボトルネック設備（２）

１．通信ネットワークがＰＳＴＮ・地域ＩＰ網・ＮＧＮのいずれであれ、国民の負担で作られたＮＴＴの通信

用の線路敷設基盤上に構築されるアクセス回線は、メタル回線・光ファイバの双方とも、ボトルネッ

ク設備であるという本質は不変。

１．通信ネットワークがＰＳＴＮ・地域ＩＰ網・ＮＧＮのいずれであれ、国民の負担で作られたＮＴＴの通信

用の線路敷設基盤上に構築されるアクセス回線は、メタル回線・光ファイバの双方とも、ボトルネッ

ク設備であるという本質は不変。

加入電話 フレッツ・ＡＤＳＬ ＮＧＮ
ひかり電話

Ｂフレッツ
ひかり電話

ボトルネック設備メタル回線
（指定設備）

光ファイバ
（指定設備）

ＮＧＮ

ひかり電話網 指定設備
とすること
が必須

いずれもボトルネック設備と一体のネットワーク

地域ＩＰ網ＰＳＴＮ

ひかり電話網
指定設備 指定設備

非指定設備
⇒本来は
指定設備

＜問題点＞
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34.7% 38.8% 40.6% 41.8% 41.3%

27.9%

34.4% 35.0% 34.9% 34.0%

46.2%

14.8%

10.5% 9.3% 8.7% 8.1%

27.0%

8.6%
5.2% 4.6% 6.4% 6.4%24.0%

14.0% 11.1% 10.5% 8.2% 10.2%

2.8%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

05.3 06.3 06.9 06.12 07.3 07.6

６－３．０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の事業者別シェアの推移

１．0AB～Ｊ IP電話（ひかり電話、ひかりｏｎｅ等）の本質は、

ＮＴＴ東・西 ： 加入電話の置換えであり、シェアは７５％を超過（２００７年６月末現在）。

競争事業者 ： ゼロからの新規加入者獲得競争。

２．ＦＴＴＨは、 0AB～Ｊ IP電話だけでなくインターネット接続、映像配信サービス等も提供。

⇒ 加入電話の独占の弊害が、あらゆる次世代サービスに波及。

１．0AB～Ｊ IP電話（ひかり電話、ひかりｏｎｅ等）の本質は、

ＮＴＴ東・西 ： 加入電話の置換えであり、シェアは７５％を超過（２００７年６月末現在）。

競争事業者 ： ゼロからの新規加入者獲得競争。

２．ＦＴＴＨは、 0AB～Ｊ IP電話だけでなくインターネット接続、映像配信サービス等も提供。

⇒ 加入電話の独占の弊害が、あらゆる次世代サービスに波及。

＜問題点＞

電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データ
（平成１９（２００７）年度第１四半期（６月末））より

ＮＴＴ東・西
合計シェア
７５．３％

（第1四半期）

ＩＰ電話の利用番号数の事業者別シェアの推移（０ＡＢ～Ｊ番号）

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

ケイ・オプティコム

ＫＤＤＩ

その他
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６－４．ＮＧＮ指定化の必要性と具体的要望

＜当社意見＞

ＮＴＴ東・西のＮＧＮとひかり電話は、事業者間の競争を進展させ、お客様利益を最大化するため、

接続ルールの整備が喫緊の課題。直ちに第一種指定電気通信設備に指定すべき。

■ＮＧＮ

・ボトルネック設備であるアクセス回線と一体で提供されるネットワーク。
指定電気通信設備とし、接続条件の透明化を図ることは、競争促進の上では必須かつ当然。

■ひかり電話

・ボトルネック設備と一体で提供されるうえ、加入電話の置換えそのもの。

・活用業務を認可したことが、今日の公正競争の歪みに繋がり、ＮＧＮの接続ルールにも影響。

・指定電気通信設備としなければ、ひかり電話がＮＴＴ東・西の主要サービスとなるに従い、これ
まで加入電話において整備されてきた累次の公正競争ルールが、実質的に機能しなくなる。

ＮＴＴ東・西のＮＧＮとひかり電話は、事業者間の競争を進展させ、お客様利益を最大化するため、

接続ルールの整備が喫緊の課題。直ちに第一種指定電気通信設備に指定すべき。

■ＮＧＮ

・ボトルネック設備であるアクセス回線と一体で提供されるネットワーク。
指定電気通信設備とし、接続条件の透明化を図ることは、競争促進の上では必須かつ当然。

■ひかり電話

・ボトルネック設備と一体で提供されるうえ、加入電話の置換えそのもの。

・活用業務を認可したことが、今日の公正競争の歪みに繋がり、ＮＧＮの接続ルールにも影響。

・指定電気通信設備としなければ、ひかり電話がＮＴＴ東・西の主要サービスとなるに従い、これ
まで加入電話において整備されてきた累次の公正競争ルールが、実質的に機能しなくなる。

＜具体的要望（※詳細は参考資料を参照）＞

１．ボトルネック設備であるＦＴＴＨを主たるアクセスとして構築されるＮＴＴ東・西のＮＧＮは、指定設備であり、接続料、

接続のＩＦ条件、手続の条件等をあらかじめ明確にすべき。

２．ＩＳＰフリー等上位レイヤーのお客様選択肢を確保すべき。（ＮＧＮに収容されるお客様がＮＴＴグループ以外の事

業者の上位レイヤサービスの提供も受けられるようにすべき。）

３．県内でＮＴＴ東・西のイーササービスの県間進出（活用業務）は公正競争を阻害することから、認められるべきで

はない。（当社試算によると、ＮＴＴ東・西の県内シェア合計は７０％以上。）

仮に認められるとしても、公正競争確保のためには、指定役務とした上で、接続料金を設定し、スタックテストを

厳密に行うことが必須。

４．ＮＧＮの接続料や精算方法（ビルアンドキープ等）の適用条件、見直し条件を、事前に明確化・透明化すべき。

５．既存ＰＳＴＮの移行計画の提示。既存マイラインのお客様の利便性維持の議論が必要。（加入者獲得競争への

移行にあたっての加入者回線サービス提供事業者の選択肢確保。）

１．ボトルネック設備であるＦＴＴＨを主たるアクセスとして構築されるＮＴＴ東・西のＮＧＮは、指定設備であり、接続料、

接続のＩＦ条件、手続の条件等をあらかじめ明確にすべき。

２．ＩＳＰフリー等上位レイヤーのお客様選択肢を確保すべき。（ＮＧＮに収容されるお客様がＮＴＴグループ以外の事

業者の上位レイヤサービスの提供も受けられるようにすべき。）

３．県内でＮＴＴ東・西のイーササービスの県間進出（活用業務）は公正競争を阻害することから、認められるべきで

はない。（当社試算によると、ＮＴＴ東・西の県内シェア合計は７０％以上。）

仮に認められるとしても、公正競争確保のためには、指定役務とした上で、接続料金を設定し、スタックテストを

厳密に行うことが必須。

４．ＮＧＮの接続料や精算方法（ビルアンドキープ等）の適用条件、見直し条件を、事前に明確化・透明化すべき。

５．既存ＰＳＴＮの移行計画の提示。既存マイラインのお客様の利便性維持の議論が必要。（加入者獲得競争への

移行にあたっての加入者回線サービス提供事業者の選択肢確保。）
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７．おわりに

■ＮＧＮの実用化、商用化にあたっては、アクセス領域を中心に公正な接続ルールを整備

することで、お客様の選択肢を確保しておくことが極めて重要。

■さらに、ＮＴＴ東・西の事業領域の拡大、ＮＴＴグループの一体経営強化等の動きにも注視

し、これまでの研究会等で指摘されたボトルネックの問題（管理部門と利用部門の機能分

離の必要性）やそこに根差した市場支配力の問題に着目した競争政策の推進が必要。

・「通信・放送の在り方に関する懇談会」報告書（２００６年６月）

・「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」報告書（同年９月）

■中長期的な視点で真のお客様利便を実現していくためには、これらの課題に対する抜本

的な措置（ＮＴＴグループの完全資本分離、ＮＴＴ東・西のアクセス分離等）を視野に入れた

議論の積み重ねが必要。
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○ ＦＴＴＨ（シェアドアクセス方式）については、３２分岐／８分岐単位で接続料を設定。１分岐単位の接続料設定は不可。

（ＮＴＴ東・西の網改修に莫大な費用が必要・他のお客様への影響が出る・等）

収容
ルータ

ＯＬＴ

ＫＤＤＩ ＩＰ網

ＫＤＤＩからの要望事項

○ １分岐単位の接続料を設定すべき。（ＮＴＴ東・西と同等の利用率※を用いた水準以下で全国一律・全事業者共通の１分岐単位の
接続料が設定されればよい。ＯＳＵをＫＤＤＩで占有するか、複数事業者で共用するかは特に拘らない。）

①ＮＴＴ東・西ＦＴＴＨ（シェアドアクセス方式） ― ＫＤＤＩ ＩＰサービス 接続

通信の方向

ＮＴＴ東・西収容局

ＯＬＴ ＯＬＴ

収容
ルータ

中継
ルータ

収容
ルータ

お客様
ＮＴＴ東・西等のお客様

【要望２】
複数事業者共用
（１分岐単位の接続料）

【要望１】
共用なし（ＯＳＵ占有）
（１分岐単位の接続料）

【現状】
単独利用
（３２分岐／８分岐単位の接続料）ＯＳＵ

ＧＷ
ルータ

ＴＨＥ ＩＮＴＥＲＮＥＴ

○ 事業者間の運用ルールを定めることで、ＮＴＴ東・西を含む複数の事業者でＯＬＴ装置等を共用可能。 （ １分岐単位の接続料を

設定する上で、ＯＳＵの利用率を上げるために必要があるならば共用を実施してもよい。なお、ＮＴＴ東・西以外の事業者だけで
の共用は、ＮＴＴ東・西と接続事業者の公平性が担保されないため反対。）

＜参考資料＞

※例えば、平成１５年１月２９日付け情審通第１２号で公告された接続約款の変更案において、NTT東・西が資料「申請概要」の中で“算定の考え
方”として示した『平成１８年の基本回線の利用率６割（最大収容利用数８の６０％

＜ＮＴＴ東・西からの提示条件＞

＝４．８回線）』。
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Ｂフレッツ／
フレッツ・光プレミアム

収容
ルータ

収容装置

中継
ルータ

ＮＴＴ東・西
ＮＧＮ／地域ＩＰ網 ＫＤＤＩ ＩＰ網

ＰＯＩ
（ＮＮＩ）

ＫＤＤＩからの要望事項

○ 接続料の精算方法としてビルアンドキープを検討するためには、ビルアンドキープの適用条件・見直し条件が明確に提示される
べき。
また、ＮＴＴ東・西のＮＧＮは指定電気通信設備であるため、接続会計に基づき接続料を設定しておくべき。

②ＮＴＴ東・西ＩＰサービス ― ＫＤＤＩ ＩＰサービス 接続

中継
ルータ

ひかりｏｎｅ

収容
ルータ

収容装置

中継
ルータ

ＮＴＴ東・西
ＴＶ電話

ＫＤＤＩ
ＴＶ電話

通信の方向

ＮＴＴ東・西中継局 ＫＤＤＩ中継局

ＮＴＴ東・西収容局

ＮＴＴ東・西
のお客様

ＫＤＤＩ
のお客様

中継
ルータ

ＫＤＤＩ収容局

ＧＷ
ルータ

ＴＨＥ ＩＮＴＥＲＮＥＴ

ＮＴＴ東・西のお客様とＫＤＤＩのお客様
の各種サービス接続（イメージ）

◆高品質ＩＰ電話
◆ＴＶ電話
◆ＮＴＴ東・西のお客様～ＫＤＤＩ
のお客様間データ通信

◆インターネット接続 等

＜参考資料＞

○ ＩＰ網同士の接続については接続料はビルアンドキープ

○ 網制御はそれぞれの事業者で実施（ＮＴＴ東・西はＮＴＴ東・西ＮＧＮを制御、ＫＤＤＩはＫＤＤＩ ＩＰ網を制御。）

＜ＮＴＴ東・西からの提示条件＞
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イーササービス

収容装置

ＮＴＴ東・西
ＮＧＮ／イーサ網 ＫＤＤＩイーサ網ＰＯＩ

（ＮＮＩ）

ＫＤＤＩからの要望事項

○ ＮＴＴ東・西間の接続については、ＮＴＴ東・西エリアをまたいでエンドエンドで料金設定を行う。

③ ＮＴＴ東・西イーササービス ― ＫＤＤＩイーササービス 接続

収容装置

ＮＴＴ東・西中継局 ＫＤＤＩ局

ＮＴＴ東・西収容局 ＫＤＤＩ収容局

Ｌ２
スイッチ

Ｌ２
スイッチ

Ｌ２
スイッチ

収容装置

Ｌ２
スイッチ

Ｌ２
スイッチ

Ｌ２
スイッチ

Ｌ２
スイッチ

収容装置

Ｌ２
スイッチ

通信の方向

○ イーササービスを指定役務とした上で接続料を設定し、スタックテストを徹底することが必要。また、お客様利便（ワンストップ等）の
観点からも、ＮＴＴ東・西区間を含め、エンドエンドでＫＤＤＩがサービスの料金設定を行いたい。
⇒ 具体的には、お客様拠点―ＰＯＩ間の接続料を設定すべき。（ＫＤＤＩのイーササービスでは、同様の接続料を設定済み。）
⇒ イーササービスは網を一体として提供することが一般的であることから、ＮＴＴ東・西のみが提供可能なお客様拠点が一つで

もあれば（コロケーションリソース、従来の顧客基盤に立脚した採算面での優位性等） 、全拠点についてＮＴＴ東・西のイー

ササービスが競争優位性を持つという性質がある。
⇒ 県内のＮＴＴ東・西料金は、公社時代に構築された線路敷設基盤の優位性（収容局数の多さ、コンシューマサービスとの

ネットワーク共用等）により、競争事業者サービスに比べ圧倒的な価格競争力を持つ。（ＫＤＤＩ試算では、ＮＴＴ東・西の県内
シェア合計は７０％以上。）ＮＴＴ東・西が県内の価格競争力をレバレッジとして県間サービスを提供する懸念がある。

イーササービス イーササービス イーササービス

ＫＤＤＩ
のお客様

ＫＤＤＩ
のお客様

※ ＮＴＴ東・西イーサ網内
折返しは接続料の対象外

＜参考資料＞

＜ＮＴＴ東・西からの提示条件＞

○ 競争事業者との接続については、それぞれのサービスとしてぶつ切りのお客様料金を設定。

＜県内価格差の一例 ： 同一県内でお客様拠点が合計２０、２ＭＡに各１０拠点集中している場合の提供料金＞

【ＮＴＴ東日本】 ３，４８０，０００円／月 （１拠点あたり １７４，０００円／月）
【ＫＤＤＩ】 ７，７００，０００円／月 （１拠点あたり ３８５，０００円／月）
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０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話
（ひかり電話）

ＩＣ
交換機

インタフェース
変換装置

収容
ルータ

収容装置

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

ＮＴＴ東・西
ＮＧＮ／地域ＩＰ網 ＫＤＤＩ網

中継
交換機

通信の方向

既存の
電話
ＰＯＩ

ＫＤＤＩからの要望事項

○ ひかり電話設備を指定電気通信設備とし、接続料をＮＴＴ東・西利用部門と同等の条件で、事前に開示すべき。

既存のＫＤＤＩ各種電話サービス

◆メタルプラス電話
◆光プラス電話
◆ケーブルプラス電話
◆０５０－ＩＰ電話
◆ａｕ

ＮＴＴ東・西中継局 ＫＤＤＩ中継局

ＮＴＴ東・西収容局

ＮＴＴ東・西
のお客様

④ＮＴＴ東・西０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話（ひかり電話） ― ＫＤＤＩ既存電話 接続

各種電話
サービス

＜参考資料＞

○ 従来の（相対契約に基づく）ひかり電話の接続料を請求

○ 接続料以外も従来の（相対契約に基づく）ひかり電話との接続条件と同様

＜ＮＴＴ東・西からの提示条件＞
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